  景気浮揚と経済活性化の担い手は、人である、しかも事業を行う人である。

事業者を奮い立たせなければ、企業の推進力にドライブはかからず、経済の牽引力となることもない。 はたして、インセンティブは十分か？

――――――――   サマリー  Executive summary  ―――――――

1  趣旨  
① 売却益課税は、15年1月から10％の申告分離課税となります。

② 配当金課税は、15年4月から10％の分離課税となります。

15年度税制改正大綱（15年12月13日付け）① ②によると、保有する株式を会社に買い取らせた場合、つまり、会社が自己株式を買い取る場合、上場株式か非上場株式かによって、売り主側の課税額に差異が生まれてくる。

また、米国大統領の景気浮揚策（1月7日公表）と比較すると、さらに、その差異は拡大する。右の点につき、説明するのが、本ペーパーの趣旨です。

      新年早々、米国大統領は、向こう10年間で3千億ドル（36兆円）の減税効果の出る景気浮揚策、「株式配当への二重課税排除策」を提案しておりますから、わが国の「個人向け配当への総合課税」方式は、かなり目立つ方式といえます。

２  個人株主への課税実態  
	
	売買対象株式の上場の有無

	
	上場株
	それ以外

	買い主
	売買対象株式の発行会社


	譲渡益課税１０％「上場株に限っての特例の創設」
	株式譲渡益部分は２６％課税

みなし配当部分は５０％課税（※）  



	
	それ以外の者


	譲渡益課税１０％
	譲渡益課税２６％




（※）  個人の所得申告上、配当金は総合課税され、50％の最高税率課税もあり得ます。これに対し、売り主が法人株主の場合、「受取配当金の益金不算入」の恩典や、法人自身の本業の損失との相殺などにより、影響はゼロないし軽微となります。
３  仮説例  
ここでは、前項の赤字部分とそのほかの部分との比較説明をします。
1万株（取得単価500円）を5万円で自社に売却。売却時の資本金額5億5千万円、資本剰余金額5億円。発行済株式総数12万株。

	
	15年度税制改正大綱
	③  15.1.7に米国大統領の提案した減税案

	
	① そのまま
	② 非上場株も上場株と同様の扱い
	

	１
	譲渡益課税
	   21,450,000
	  8,250,000
	 8,250,000

	２
	配当課税（みなし）
	206,250,000
	 41,250,000
	         0

	1+2
	   税金計
	227,700,000
	 49,500,000
	 8,250,000

	売価５億円に対する実効税率
	45.5%
	9.9%
	1.65%


1   配当金課税は、売買日の源泉徴収82,000,000円、翌年3月の確定申告により所得税（国税）＋住民税（地方税）＝145,200,000円。

2   もし上場株と同様の扱いであれば、10％課税となり49,5000,000円。

3   さらに、平成15年1月7日公表の、米国大統領の景気浮揚策「株式配当への二重課税の排除」と同様な政策が、わが国の個人にも実施されれば、配当課税無しとなり、8,250,000円。

①番の詳細な計算表

	
	
	一株当たり
	会社
	株主

	１
	売買価格
	50,000
	500,000,000
	500,000,000

	２
	  取得価額
  資本等の額
	   500
	       -
	5,000,000

	
	
	 8,750
	 87,500,000 
	        - 

	３
	差引

売却益
みなし配当額


	41,250 8,250
	          0
412,500,000

	 82,500,000

412,500,000
495,000,000


	４
	税金計
売却益課税           （26%）
配当金課税 源泉徴収分（20%）
             追加分     (30%)

(最高税率50%と仮定した)


	 2,145

 8,250

12,375
	0
82,500,000  

         0

	 21,450,000

 82,500,000

123,750,000
227,700,000


以上
-2-


